
平成 １５年３月期    中間決算短信(連結）

登録銘柄
本社所在都道府県
東　京　都
ＴＥＬ(03)3546－7708

平成 １４年１１月２６日

１．１４年９月中間期の連結業績(平成14年4月1日～平成 14年9月30日）
（１）連結経営成績 (注)記載金額は､百万円未満を切り捨てて表示しております｡

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭 円 銭
( )
( )
( )

(注） １．持分法投資損益 14年9月中間期 13年9月中間期 14年3月期
２．期中平均株式数(連結） 14年9月中間期 13年9月中間期 14年3月期
３．会計処理の方法の変更 無
４．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率

（２） 連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注） 期末発行済株式数(連結） 14年9月中間期 13年9月中間期 14年3月期

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

（４） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
8社 ０社 １社

（５） 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規） １社 (除外） ０社 持分法(新規） ０社 (除外） ０社

２．１５年３月期の連結業績予想(平成14年4月1日～平成15年3月31日）

百万円 百万円 百万円

(参考）1株当たり予想当期純利益(通期）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長
氏 名 小 林 厚 一

△ 99.4

△ 47.8

△ 57.2△ 60.8

１３年９月中間期

潜 在 株 式 調 整 後

27円

44,677

221 

8,717

2,253

7,949,400株7,949,400株

持分法適用関連会社数

無

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づく予想であり、将来の業績に影響を与え
る不確実な要因が含まれております。従いまして、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性
があることをご承知おきください。

1株当たり中間 ( 当期）純利益

564

1 株 当 た り 中 間

22,369

― ― 
7百万円

84銭

決 算 取 締 役 会 開 催 日
米国会計基準採用の有無

１４年９月中間期

売 上 高

19,996 △ 10.6

当 期 純 利 益

9,027△ 198
9,54121

△ 237

平成14年11月26日
株 式 会 社 ム サ シ

羽 鳥 雅 孝

7521

氏 名
代表取締役専務取締役

（ＵＲＬ　http://www.musashinet.co.jp）

会 社 名

問い合わせ先

コ ー ド 番 号

責任者役職名

通 期

１ ４ 年 ３ 月 期 35,019

連結子会社数

99１ ４ 年 ３ 月 期

売 上 高

１４年９月中間期

１３年９月中間期

営 業 活 動 に よ る

630 

△ 181

43,570 

690

△ 444
△ 442

経 常 利 益

持分法適用非連結子会社数

664

１４年９月中間期

１４年９月中間期 17,618

△22百万円

△ 15―

303

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

8百万円
50
14

57
38△ 41.1

△ 19.3

株 主 資 本 株 主 資 本 比 率

１ ４ 年 ３ 月 期

１３年９月中間期

１ ４ 年 ３ 月 期 457

33,688
36,044

総 資 産

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

△ 122
１３年９月中間期

経 常 利 益

35

( 当 期 ） 純 利 益

― 

営 業 利 益

△ 74

892

3
617

1,003
△ 3.4

△ 4.0

―

△ 51.4

― 

１株当たり株主資本

2,216

― 

投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る

52.3

― 

7,949,400株

17,916 8349.7
35

期 末 残 高

7,949,400株

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
現金及び現金同等物

2,242 87
7,949,400株

50.9

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

17,829
7,949,400株
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1．企業集団の状況1．企業集団の状況1．企業集団の状況1．企業集団の状況
（１）事業の内容

武蔵興産㈱

㈱武蔵エンタープライズ

(注） 無印 連結子会社
※1 関連会社で持分法適用会社

主 要 取 扱 品 目 主 要 な 会 社

不動産の賃貸業・リース業・損害保険代理業その他

情報・印刷・産業システム機材

金融汎用・選挙システム機材

紙・紙加工品

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は
ありません。

なお、情報・印刷・産業システム機材部門における大量情報の入出力業務に係るデータベースソリューションを推進
するため、平成14年9月に㈱国際マイクロフォト研究所の全株式を取得し、子会社といたしました。

当社

電子メディア・マイクロフィルム総合システムの機
器・材料・情報処理サービスと保守

印刷システム・産業用検査の機器・材料と保守

当社
エフ・ビー・エム㈱
㈱ムサシ・エービーシー
㈱ムサシ・ユニシステム
㈱レミントンマイクロ
㈱国際マイクロフォト研究所
㈱ジェイ・アイ・エム

貨幣処理・選挙・ＩＰＳ（名刺・ハガキ印刷）・セキュ
リティシステムの機器及び関連機材と保守

印刷・出版・情報・事務用紙、紙器用板紙、特殊
紙、紙加工品

区 分

当社
武蔵エンジニアリング㈱

当

社

武蔵エンジニア リング㈱
（ 金 融 汎 用 ・ 選 挙 シ ス テ ム 機 材 ）

エ フ ・ ビ ー ・ エ ム ㈱
（情報・印刷 ・産業システム機材）

㈱ムサシ ・ ユ ニ シス テム
（情報・印刷 ・産業システム機材）

㈱ムサシ ・エービーシー
（情報・印刷 ・産業システム機材）

※ 1 ㈱ジェ イ ・ ア イ ・ エム
（情報・印刷 ・産業システム機材）

（ 金 融 汎 用 ・ 選 挙 シ ス テ ム 機 材 ）

武 蔵 興 産 ㈱
（ 不 動 産 の 賃 貸 業 ）

㈱武蔵エンタープライズ
（ リ ー ス 業 ･ 損 害 保 険 代 理 業 ）

製品販売

商品販売

材料販売

情報処理作業

車両リース

不動産賃貸

一一一一 般般般般 ユユユユ ーーーー ザザザザ ーーーー

㈱ レ ミ ン ト ン マ イ ク ロ
（情報・印刷 ・産業システム機材）

㈱国際ﾏｲ ｸﾛ ﾌ ｫ ﾄ研究所
（情報・印刷 ・産業システム機材）
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（２）関係会社の状況

当中間連結会計期間において、次の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

　
　

名称 関係内容

（連結子会社）
㈱国際マイクロ
フォト研究所

横浜市
中区 40 情報･印刷･産業

システム機材 100

主要な事業の内容住所

当社より各種情報処理加工を
委託している。また、当社か
ら材料を販売している。
役員兼任3名

議決権の
所有割合
又は被所
有割合

資本金
(百万円）

（％）
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2．経営方針2．経営方針2．経営方針2．経営方針

１．経営の基本方針

２．利益配分に関する方針

３．中長期的な会社の経営戦略

また、今後の事業領域の拡大については、既存事業もしくはその周辺分野に領域を求
め、必要なＭ＆Ａ、業務提携等を積極的に行ってまいりたいと存じます。

　当社グループは、常にお客様の視点で市場環境の変化に柔軟かつ迅速に対応し、付加
価値の高い商品やサービスをタイムリーに提供することを目指しております。このた
め、商品開発力をもつ商社である特長を活かした独自性のある商品づくりと、最適なシ
ステムの構築に全力を尽くす一方、事業領域の拡大にも積極的に取り組んでまいりま
す。

　当社グループは､効率経営による収益向上と企業体質の強化を図り、業績の成果に応じ
た安定的かつ継続的な利益還元に努めることを基本方針としております。
内部留保資金につきましては、新規の事業展開やシステム投資など今後の業績寄与が期
待される分野の投資に充当し、経営基盤の強化に努めてまいります。

　当社グループは、商社機能とメーカー機能を併せ持つ企業として、商社としてのシス
テム提案力の強化と、メーカーとしての自社開発商品の拡充を図る一方、新規事業の開
拓にも目を向け、『類似企業のない独創的な企業』を目指してまいります。

情報システム機材情報システム機材情報システム機材情報システム機材では電子政府の実現と電子自治体の展開に向け、各種情報の電子デー
タ化が急速に進展していることに対応し、情報のデジタル化によるデータベース構築を
行うアウトソーシング事業を積極的に推進してまいります。当社はこれをグループの重
点事業として、子会社の(株)ムサシ･エービーシー、(株)ムサシ･ユニシステム、(株)レ
ミントンマイクロ、(株)国際マイクロフォト研究所各社との連携をより一層強化し、グ
ループ力を最大限活かして業容の拡大を図ってまいります。

印刷･産業システム機材印刷･産業システム機材印刷･産業システム機材印刷･産業システム機材では印刷産業のＩＴ化やデジタル化の進展に伴い、フルデジタ
ルワークフローの構築が急がれており、ＣＴＰ（コンピュータ･トウ･プレート）システ
ム、ＰＯＤ(プリント･オン･デマンド)システムなどのデジタル機器を重点商品として、
カラーマッチング等を含めたシステム提案力を強化し、ソリューションプロバイダーと
して事業の拡大を図ってまいります。

金融汎用システム機材金融汎用システム機材金融汎用システム機材金融汎用システム機材では流通業、宅配業、運輸･交通業等の市場における現金処理業
務を中心とした省力化機器の開発と販売を強化し､自社開発商品事業の拡大を図ってま
いります。また、盗難や偽造、データ漏洩などの犯罪防止に必要なセキュリティ機器の
開発に取り組み、同分野の事業を積極的に推進してまいります。

選挙システム機材選挙システム機材選挙システム機材選挙システム機材では選挙事務の増大による合理化需要の高まりに対し､業界のトップ
メーカーとして環境変化と制度改正に即応したシステム機器の開発強化と選挙業務を支
援する各種サービスの提供に取り組み、選挙を総合的にサポートする事業をさらに拡大
してまいります。また、今後の市場として期待される電子選挙につきましては、新シス
テムの早期普及に努めてまいります。

紙・紙加工品紙・紙加工品紙・紙加工品紙・紙加工品では収益率の向上を図るため、特殊用紙や再生素材、紙加工品など付加
価値の高い商品の開発と販売強化を図ってまいります。
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４．会社の対処すべき課題
　当社グループは、大量情報のデジタル化によるデータベース構築事業『ドキュメント
ソリューション事業』をグループの中核事業として積極的に展開してまいります。この
ため、子会社化した情報加工サービス会社各社の内部体制の整備と生産性の向上を早期
に図り、官公庁･自治体や民間企業からの需要にムサシグループで応えられる体制を整
え、各社の業績向上に取り組んでまいります。
また、貨幣処理機器については2004年に発行される新紙幣への対応を迅速かつ的確に
行ってまいります。一方、これからの普及が期待される電子選挙に対しては、当社の選
挙業務ノウハウを活かし、電子投票システムの導入を核とした選挙事務全体の効率化を
積極的に提案してまいります。
さらに、グループ各社の品質向上と顧客満足度のアップを図るため､ISO9001の認証登録
及びプライバシーマークの認定を取得してまいります。
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3．経営成績及び財政状態3．経営成績及び財政状態3．経営成績及び財政状態3．経営成績及び財政状態

（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（情報･印刷･産業システム機材）

（金融汎用･選挙システム機材）

（紙･紙加工品）

（その他）
　その他のセグメントである不動産賃貸業、リース、損害保険代理業の売上高は２億36
百万円(前年同期比5.5%増)、営業利益は68百万円(前年同期比33.5%増)となりました。

　紙･紙加工品は、企業･自治体における環境対策のための再生紙や情報用紙の販売に伸
長が見られたものの、主力の商業印刷の需要低迷と印刷用紙の市場価格下落の影響を受
け、売上高は41億86百万円(前年同期比2.2％減)、営業利益は70百万円(前年同期比2.6%
減)となりました。

　金融汎用システム機材は、主要市場である金融機関において設備投資が大幅に抑制さ
れたため、金融機関向け貨幣処理機器の販売が大きく落ち込みました。

海外営業分野は、前期に実施された欧州でのユーロ紙幣発行による特需の反動の影響を
受けました。

　選挙システム機材は､前中間期に実施された参議院議員選挙に対する機材需要の反動の
影響を受けました。

　ＩＰＳシステム機材（名刺･ハガキ印刷システム機材）は、主な市場である印刷業界及
び一般企業での設備投資抑制と、文具･印章業界の買い替え需要低迷の影響を受けまし
た。
　以上の結果､売上高は29億89百万円(前年同期比45.7％減)、営業損失は２億37百万円と
なりました。

　当中間期のわが国経済は、IT関連産業をはじめとする企業収益の悪化や、それに伴う
設備投資の減少、雇用環境や所得環境の悪化と将来不安から生じる個人消費の低迷な
ど、依然としてデフレ基調が続く厳しい状況で推移いたしました。特に金融機関におい
ては、株価や地価の一段の下落などにより不良債権処理が進展せず、設備投資の大幅な
削減が行われました。
　このような状況下､当社グループは市場ニーズを捉えた機器の開発強化や、文書･図面
の電子化事業を推進するためM&Aによる子会社取得や業務提携を相次いで実施するなど、
積極的に市場環境の変化への対応に取り組みましたが、当中間期の連結売上高は199億96
百万円（前年同期比10.6％減）、経常利益は３百万円（前年同期比99.4％減）、中間純
損失は１億22百万円となりました。

　印刷･産業システム機材は、長引く印刷需要の落ち込みと販売価格低下の影響を受け、
ＣＴＰセッターやプリント･オン･デマンド関連機材の販売は伸長したものの、印刷材料
の販売が減少しました。

　以上の結果､売上高は126億96百万円(前年同期比1.8％増)、営業利益は22百万円となり
ました。

　情報システム機材は、電子政府の進展と企業の情報ネットワーク化の推進により、デ
ジタル化機材の販売と文書･図面の電子化業務の受注に若干の伸長が見られましたが、マ
イクロフィルム関連機材の需要減少の影響を受けました。
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（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態
当中間期のキャッシュ・フローの状況当中間期のキャッシュ・フローの状況当中間期のキャッシュ・フローの状況当中間期のキャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

（３）通期の見通し（３）通期の見通し（３）通期の見通し（３）通期の見通し

このような環境下ではありますが当社グループでは、来年4月の統一地方選挙向け機材販
売の伸長や、金融機関以外の市場に対する貨幣処理機器やセキュリティ機器の販売増が
見込まれます。また､情報システム機材につきましては、グループ力を活かした情報加工
のアウトソーシング事業をさらに推進してまいります。

通期の連結業績見通しにつきましては、売上高435億70百万円(前期比2.5％減)、経常利
益６億30百万円(前期比37.1%減)、当期純利益２億21百万円(前期比51.6％減)を見込んで
おります。

投資活動の結果使用した資金は１億８１百万円(同２億６０百万円減)となりました。
これは主に固定資産の取得による支出２億１５百万円によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は１億９８百万円(同２億1９百万円増)となりました。
主たる要因は長短借入金の返済による支出１億２０百万円、配当金の支払いによる支出
６３百万円であります。

下半期の経済情勢につきましては、政府によるデフレ対策が講じられるものの、国内景
気の早急な自律回復は期待できず、米国景気の減速による輸出の落ち込み、設備投資や
個人消費の冷え込みが依然として続く厳しい状況が予想されます。

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下｢ 資金 ｣とい
う。）は、大きな収入要因として売上債権の減少が１６億９６百万円ありましたが、税
金等調整前中間純損失１３百万円となったことに加え、仕入債務の減少９億７１百万
円、固定資産の取得による支出２億１５百万円､借入金の返済１億２０百万円等の支出要
因で相殺され、当中間連結会計期間末には９０億２７百万円となり､前中間連結会計期間
末に比べ５億１３百万円の減少（前年同期比5.4％減)となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり
であります。

営業活動の結果得られた資金は６億９０百万円（同２６百万円増）となりました。
これは減価償却費２億円､売上債権の減少１６億９６百万円等の収入要因に対し､たな卸
資産の増加１億２百万円、仕入債務の減少９億７１百万円等の支出要因が発生したこと
によるものであります。
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４.中 間 連 結 財 務 諸 表 等４.中 間 連 結 財 務 諸 表 等４.中 間 連 結 財 務 諸 表 等４.中 間 連 結 財 務 諸 表 等

（１）中間連結貸借対照表
 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

        期　　別

  科    目 構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ．流  動  資  産

 1. 現 金 及 び 預 金 9,056 8,125 930 9,026

 2. 受取手形及び売掛金 *5 8,835 10,523 △ 1,688 10,095

 3. 有 価 証 券 ― 604 △ 604 704

 4. た な 卸 資 産 2,155 2,021 133 2,449

 5. 繰 延 税 金 資 産 272 251 20 263

 6. そ の 他 363 441 △ 77 361

貸 倒 引 当 金 △ 16 △ 37 20 △ 33

  流  動  資  産  合  計 20,666 61.3 21,930 62.6 △ 1,264 22,867 63.4

Ⅱ．固  定  資  産

 1. 有 形 固 定 資 産 *1

(1) 建 物 及 び 構 築 物 *3 1,864 1,917 △ 52 1,975

(2) 土 地 *3 2,800 2,800 ― 2,800

(3) そ の 他 697 688 8 708

有 形 固 定 資 産 計 5,361 5,405 △ 44 5,483

 2. 無 形 固 定 資 産

(1) 連 結 調 整 勘 定 396 324 71 206

(2) そ の 他 202 209 △ 6 232

無 形 固 定 資 産 計 599 533 65 438

 3. 投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券 1,956 2,154 △ 197 2,486

(2) 繰 延 税 金 資 産 526 527 △ 1 425

(3) 差 入 保 証 金 4,116 4,032 84 3,945

(4) そ の 他 532 488 43 472

貸 倒 引 当 金 △ 70 △ 53 △ 16 △ 75

投資その他の資産計 7,061 7,149 △ 87 7,254

固 定 資 産 合 計 13,022 38.7 13,089 37.4 △ 66 13,176 36.6

33,688 100.0 35,019 100.0 △ 1,331 36,044 100.0資 産 合 計

（ 資  産  の  部 ）

金 額

前中間連結会計期間末

（平成13年9月30日現在）

増減

（△は減）

金 額 金 額金 額

当中間連結会計期間末

（平成14年9月30日現在）

前連結会計年度の要約
連結貸借対照表

（平成14年3月31日現在）
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 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

        期　　別

  科    目 構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ． 流 動 負 債

 1. 支払手形及び買掛金 *5 10,245 11,251 △ 1,005 12,144

 2. 短 期 借 入 金 3,066 3,046 19 2,748

 3. 未 払 法 人 税 等 139 119 19 264

 4. 賞 与 引 当 金 444 466 △ 22 477

 5. そ の 他 *2 493 684 △ 190 599

流 動 負 債 合 計 14,388 42.7 15,568 44.5 △ 1,180 16,234 45.0

Ⅱ. 固 定 負 債

 1. 長 期 借 入 金 254 235 19 503

 2. 繰 延 税 金 負 債 ― 0 △ 0 ―

 3. 退 職 給 付 引 当 金 550 508 41 509

 4. 役員退職慰労引当金 512 522 △ 9 531

 5. そ の 他 363 355 8 347

固 定 負 債 合 計 1,681 5.0 1,621 4.6 60 1,892 5.3

負 債 合 計 16,070 47.7 17,190 49.1 △ 1,120 18,127 50.3

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 ― ― ― ― ― ― ―

Ⅰ． 資 本 金 ― ― 1,208 3.5 △ 1,208 1,208 3.4

Ⅱ． 資 本 準 備 金 ― ― 2,005 5.7 △ 2,005 2,005 5.6

Ⅲ． 連 結 剰 余 金 ― ― 14,582 41.6 △ 14,582 14,487 40.2

Ⅳ． その他有価証券評価差額金 ― ― 33 0.1 △ 33 215 0.6

Ⅴ． 自 己 株 式 ― ― △ 0 △　0.0 0 △ 0 △　0.0

資 本 合 計 ― ― 17,829 50.9 △ 17,829 17,916 49.7

Ⅰ． 資 本 金 1,208 3.6 ― ― 1,208 ― ―

Ⅱ． 資 本 剰 余 金 2,005 6.0 ― ― 2,005 ― ―

Ⅲ． 利 益 剰 余 金 14,359 42.6 ― ― 14,359 ― ―

Ⅳ． その他有価証券評価差額金 46 0.1 ― ― 46 ― ―

Ⅴ． 自 己 株 式 △ 0 △　0.0 ― ― △ 0 ― ―

資 本 合 計 17,618 52.3 ― ― 17,618 ― ―

負債、少数株主持分及び資本合計 33,688 100.0 35,019 100.0 △ 1,331 36,044 100.0

金 額 金 額

増減

（△は減）（平成14年3月31日現在）

前中間連結会計期間末

（平成13年9月30日現在）

（ 資  本  の  部 ）

金 額

（ 負  債  の  部 ）

当中間連結会計期間末

（平成14年9月30日現在）

前連結会計年度の要約
連結貸借対照表

金 額
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（２）中間連結損益計算書
（単位：百万円、百万円未満切捨て）

          期　　別

  科    目 百分比 百分比 百分比

% % %

Ⅰ．売      上      高 19,996 100.0 22,369 100.0 △ 2,373 44,677 100.0

Ⅱ．売   上    原   価 16,340 81.7 18,036 80.6 △ 1,695 36,212 81.1

売 上 総 利 益 3,655 18.3 4,333 19.4 △ 677 8,464 18.9

Ⅲ．販売費及び一般管理費 *1 3,730 18.7 3,769 16.8 △ 38 7,571 16.9

営業利益(△損失） △ 74 △ 0.4 564 2.5 △ 638 892 2.0

Ⅳ．営  業  外  収  益

 1.受 取 利 息 35 35 0 68

 2.受 取 配 当 金 13 12 0 18

 3.受 取 家 賃 22 20 1 40

 4.持分法による投資利益 ― 8 △ 8 7

 5.そ の 他 68 139 0.7 18 95 0.4 49 60 195 0.4

Ⅴ．営  業  外  費  用

 1.支 払 利 息 20 19 1 42

 2.手 形 売 却 損 15 15 △ 0 30

 3.持分法による投資損失 22 ― 22 ―

 4.そ の 他 2 60 0.3 6 41 0.2 △ 4 11 85 0.2
経 常 利 益 3 0.0 617 2.8 △ 613 1,003 2.2

Ⅵ．特   別    利   益

1. 貸倒引当金戻入額 ― ― ― 9

2. 投資有価証券売却益 54 ― 54 ―

3. 償 却 債 権 取 立 益 9 ― 9 ―

4. そ の 他 1 65 0.3 4 4 0.0 △ 3 4 13 0.0

Ⅶ．特   別    損   失

1. 貸倒引当金繰入額 30 ― 30 ―

2. 固 定 資 産 除 却 損 3 1 2 4

3. 投資有価証券評価損 28 23 4 30

4. そ の 他 20 83 0.4 5 30 0.1 14 15 50 0.1

税金等調整前中間（当
期）純利益（△損失） △ 13 △ 0.1 591 2.6 △ 605 966 2.2

法人税、住民税及び事業税 137 338 △ 200 517

法 人 税 等 調 整 額 △ 29 108 0.5 △ 49 288 1.3 20 △ 7 509 1.1

中間（当期）純利益
（△損失） △ 122 △ 0.6 303 1.4 △ 425 457 1.0

金 額

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の要約連結
損益計算書増減

(△は減）

金 額 金 額 金 額

自 平成14年４月 １ 日

至 平成14年９月３０日

自 平成13年４月 １ 日

至 平成14年３月３１日

自 平成13年４月 １ 日

至 平成13年９月３０日

－10－



（３）中間連結剰余金計算書

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

 期　　別

  科    目

Ⅰ． ― 14,287 △ 14,287 14,287

Ⅱ．

持分法適用会社の合併
に 伴 う 増 加 高 ― ― ― ― ― 4 4

Ⅲ．

 1.配 当 金 ― 63 △ 63 127

 2.役 員 賞 与 ― 39 △ 39 39

（うち監査役賞与） ― ― (   5) 103 △ 5 (   5) 166

Ⅳ． ― 303 △ 303 457

Ⅴ． ― 14,487 △ 14,487 14,582

Ⅰ． 2,005 ― 2,005 ―

Ⅱ． 2,005 ― 2,005 ―

Ⅰ． 14,582 ― 14,582 ―

Ⅱ．

 1.配 当 金 63 ― 63 ―

 2.役 員 賞 与 37 ― 37 ―

（うち監査役賞与） (   5) ― 5 ―

 3.中 間 純 損 失 122 223 ― ― 122 ― ―

Ⅲ. 14,359 ― 14,359 ―
利 益 剰 余 金 中 間
期 末 （ 期 末 ） 残 高

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 中 間
期 末 （ 期 末 ） 残 高

（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高

資本剰余金期首残高

利 益 剰 余 金 減 少 高

金 額 金 額

連 結 剰 余 金 中 間
期 末 （ 期 末 ） 残 高

連結剰余金期首残高

連 結 剰 余 金 減 少 高

中間（当期）純利益

連 結 剰 余 金 増 加 高

金 額

増 減

(△は減）

金 額

当中間連結会計期間 前連結会計年度の
連結剰余金計算書前中間連結会計期間

自 平成14年４月 １ 日

至 平成14年９月３０日

自 平成13年４月 １ 日

至 平成14年３月３１日

自 平成13年４月 １ 日

至 平成13年９月３０日
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書
 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

       期　　別

  科    目
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

△ 13 591 △ 605 966
200 199 0 447
40 7 32 33
28 23 4 30

固定資産評価損 1 5 △ 4 8
3 1 2 4
30 30 0 21

△ 22 0 △ 22 △ 9
31 △ 5 36 △ 6

△ 9 △ 48 39 △ 58
△ 48 △ 47 △ 1 △ 86

20 34 △ 14 42
22 △ 8 31 △ 7
0 0 0 △ 1

△ 54 ― △ 54 6
― 5 △ 5 △ 4
― 0 △ 0 0
1 ― 1 △ 2

1,696 1,280 415 1,024
△ 102 △ 200 98 236

79 289 △ 210 231
△ 971 △ 817 △ 154 △ 1,768
△ 63 20 △ 84 103
△ 63 △ 82 18 △ 81

8 △ 16 24 0
△ 37 △ 39 1 △ 39

小 計 776 1,225 △ 448 1,091
54 49 4 87

△ 21 △ 34 12 △ 41
△ 118 △ 576 457 △ 1,038

690 664 26 99
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

― △ 2 2 △ 7
― ― ― 181

△ 200 △ 127 △ 72 △ 308
― 2 △ 2 12

△ 15 △ 74 58 △ 78
― ― ― 0

△ 22 △ 3 △ 19 △ 17
242 ― 242 3

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △ 107 △ 170 62 △ 170
― ― ― 25

△ 2 △ 51 48 △ 5
4 31 △ 27 37

△ 79 △ 47 △ 32 △ 118
△ 181 △ 442 260 △ 444

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
△ 49 123 △ 172 255
△ 71 △ 38 △ 33 △ 342

― ― ― △ 9
△ 63 △ 63 0 △ 127

財務活動におけるその他の支出収入、純額 △ 14 △ 0 △ 14 △ 13
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 198 21 △ 219 △ 237

Ⅳ． △ 0 △ 0 △ 0 1
Ⅴ． 310 243 67 △ 580
Ⅵ． 8,717 9,297 △ 580 9,297
Ⅶ． 9,027 9,541 △ 513 8,717

無形固定資産の売却等による収入

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入

社債の償還による支出

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

長期借入金の返済による支出

配当金の支払額

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増加額

有形固定資産の売却等による収入
無形固定資産の取得等による支出

投資有価証券の取得等による支出

現金及び現金同等物の期首残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金増減額（減少：△）

投資有価証券の売却等による収入

貸付による支出
貸付金の回収による収入
その他の投資等の増加による支出、純額

法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

有形固定資産の取得等による支出
定期預金の払戻による収入

その他固定負債の増減額（減少：△）
役員賞与の支払額

利息及び配当金の受取額
利息の支払額

その他流動資産の増減額（増加：△）
仕入債務の増減額（減少：△）
未払金の増減額（減少：△）
その他流動負債の増減額（減少：△）

投資有価証券売却損益（利益：△）

その他の非資金取引からの損益（利益：△）
売上債権の増減額（増加：△）
たな卸資産の増減額（増加：△）

固定資産売却損益（利益：△）
その他投資損益（利益：△）

退職給付引当金の増減額（減少：△）

支払利息
持分法による投資損益（利益：△）
為替差損益（利益：△）

受取利息及び受取配当金
役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）

固定資産除却損
貸倒引当金の増減額（減少：△）
賞与引当金の増減額（減少：△）

税金等調整前中間（当期）純利益
減価償却費
連結調整勘定償却額
投資有価証券評価損

当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度増 減

（△は減）

金 額 金 額 金 額金 額

自 平成14年4月 1日

至 平成14年9月30日

自 平成13年4月 1日

至 平成14年3月31日

自 平成13年4月 1日

至 平成13年9月30日
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＜中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞＜中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞＜中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞＜中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞

1． 連結の範囲に関する事項

連結子会社数････ 8社

2． 持分法の適用に関する事項

3． 連結子会社の中間決算日(決算日)等に関する事項

4. 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

時価のないもの･････移動平均法による原価法によっております。

②たな卸資産･･･主として先入先出法による原価法によっております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産･･定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

その他

②無形固定資産･･

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 

②賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づ
く定額法を採用しております。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

7年～15年

2年～15年

7年～50年

(評価差額は全部資本直入法により処理し､売却原価は主として移動平均
法により算定）

持分法適用の関連会社は㈱ジェイ・アイ・エム１社であり、持分法を適用していない関連会社はありませ
ん。

連結子会社は、武蔵エンジニアリング㈱、エフ・ビー・エム㈱、武蔵興産㈱、㈱武蔵エンタープライズ、㈱
ムサシ・エービーシー、㈱ムサシ・ユニシステム、㈱レミントンマイクロ、㈱国際マイクロフォト研究所であり
ます。

上記のうち、㈱国際マイクロフォト研究所は当中間連結会計期間において新たに全株式を取得したため
連結の範囲に含めております。

連結子会社のうち㈱国際マイクロフォト研究所の決算日は4月30日でしたが、当連結会計年度において
3月31日に変更しております。また、中間連結財務諸表の作成に当たっては、平成14年9月30日時点の
財務諸表を使用しております。なお、㈱国際マイクロフォト研究所株式の取得日は平成14年9月26日で
あります。
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③退職給付引当金

④役員退職慰労引当金 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

(5)重要なリース取引の処理方法

(6)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

５．中間連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書(連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書)における資金の範囲

＜追加情報＞ 

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）
当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1
号）を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響はありません。
なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資
本の部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しており
ます。

中間連結ｷｬｼｭ･ﾌﾛｰ計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
することとしております。

消費税等の会計処理… 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。

当社及び武蔵エンジニアリング㈱は、役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、年間繰入
見積額を期間に基づき按分して計上しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

－14－



＜注記事項＞＜注記事項＞＜注記事項＞＜注記事項＞

(中間連結貸借対照表関係）

*1.有形固定資産減価償却累計額 *1.有形固定資産減価償却累計額 *1.有形固定資産減価償却累計額
百万円 百万円 百万円

*2.消費税等の会計処理 *2.消費税等の会計処理 *2.消費税等の会計処理

*3.担保に供している資産 *3.担保に供している資産 *3.担保に供している資産
建物 百万円 建物 百万円 建物 百万円
土地 百万円 土地 百万円 土地 百万円
計 百万円 計 百万円 計 百万円

4. 受取手形割引高 4. 受取手形割引高 4. 受取手形割引高
百万円 百万円 百万円

*5. *5. 連結会計年度末日満期手形 *5. 中間連結会計期間末日満期手形

受取手形 百万円 受取手形 百万円
支払手形 百万円 支払手形 百万円

2,543 2,645

181
280

連結会計年度末日満期手形の会計処
理については、手形交換日をもって
決済処理をしております。なお、当
連結会計年度末日が金融機関の休日
であったため、次の連結会計年度末
日満期手形が連結会計年度末残高に
含まれております。

174

同 左
未払消費税等は流動負債の「その
他」に含めて表示しております。 同 左

698

上記物件について、仕入債務の担
保に供しております。

1,412

746
666

5,472

上記物件について、仕入債務の担
保に供しております。

2,474

666
1,364

中間連結会計期間末日満期手形の会
計処理については、手形交換日を
もって決済処理しております。
なお、当中間連結会計期間の末日が
金融機関の休日であったため、次の
中間連結会計期間末日満期手形が中
間連結会計期間末残高に含まれてお
ります。

273

前連結会計年度

(平成14年3月31日現在)

4,9805,118

上記物件について、仕入債務の担
保に供しております。

721
666
1,387

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

(平成14年9月30日現在) (平成13年9月30日現在)
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（中間連結損益計算書関係）

*1. *1. *1.

運賃 百万円 運賃 百万円 運賃 百万円
給料 百万円 給料 百万円 給料 百万円
役員報酬 百万円 役員報酬 百万円 役員報酬 百万円
厚生費 百万円 厚生費 百万円 厚生費 百万円
賞与引当金繰入額 百万円 賞与引当金繰入額 百万円 賞与引当金繰入額 百万円

退職給付費用 百万円 退職給付費用 百万円 退職給付費用 百万円

百万円 百万円 百万円

旅費交通費 百万円 旅費交通費 百万円 旅費交通費 百万円
減価償却費 百万円 減価償却費 百万円 減価償却費 百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（平成14年9月30日現在） （平成13年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）
現金及び預金 百万円 現金及び預金 百万円 現金及び預金 百万円

百万円 百万円 百万円

現金及び現金同等物 百万円 有価証券 百万円 有価証券 百万円
現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円

282
1,161

526
2,947

211

254

448

340

98

406

410
439220

役員退職慰労引当
金繰入額

187
120

57

212

455

174

8,717

役員退職慰労引当
金繰入額

9,541

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金

8,125
預入期間が3ヶ月を
超える定期預金 △ 13

120

235
428

195

17

9,056 9,026

△ 189

704 604

自　平成１３年４月 １ 日自　平成１４年４月 １ 日

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金 △ 28

9,027

239

役員退職慰労引当
金繰入額

1,280
183

販売費及び一般管理費のうち主要
な費目と金額は以下のとおりであ
ります。

至　平成１４年９月３０日

販売費及び一般管理費のうち主要
な費目と金額は以下のとおりであ
ります。

販売費及び一般管理費のうち主要
な費目と金額は以下のとおりであ
ります。

前中間連結会計期間当中間連結会計期間

至　平成１４年３月３１日至　平成１３年９月３０日

自　平成１３年４月 １ 日

前連結会計年度

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自　平成１４年４月 １ 日 自　平成１３年４月 １ 日 自　平成１３年４月 １ 日

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連
結貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係

至　平成１４年９月３０日 至　平成１３年９月３０日 至　平成１４年３月３１日
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①セグメント情報①セグメント情報①セグメント情報①セグメント情報
１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自 平成14年4月1日 至 平成14年9月30日） （単位：百万円、百万円未満切捨て）

(1)
(2)

(
(
(
(

前中間連結会計期間（自 平成13年4月1日 至 平成13年9月30日） （単位：百万円、百万円未満切捨て）

(1)
(2)

(
(
(

前連結会計年度（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日） （単位：百万円、百万円未満切捨て）

(1)
(2)

(
(
(

（注） １．事業区分の方法
事業は市場及び販売方法の類似性により区分しております。

２．各区分に属する主要な商品及び役務の名称

51 563 0 564営 業 利 益 △ 76 515 72
173 21,915 110) 21,805営 業 費 用 12,549 4,984 4,208
224 22,478 109) 22,369計 12,472 5,500 4,280
107 109 109) ―

セグメント間の内部売上高
又は振替高 ― ― 1

117 22,369 ― 22,369
売 上 高

外部顧客に対する売上高 12,472 5,500

連    結
産業システム機材 選挙システム機材 全 社

情 報 ・ 印 刷 ・ 金 融 汎 用 ・ 消 去 又 は
紙・紙加工品 そ の 他

そ の 他

事 業 区 分 主 要 な 商 品 及 び 役 務

112 113
20,110

営 業 費 用

金 融 汎 用 ・情 報 ・ 印 刷 ・

産業システム機材 選挙システム機材
紙・紙加工品

営 業 利 益

―
計

0
12,696 2,989
12,674

売 上 高

外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 

113)

2,989 4,186 123

消 去 又 は

全 社
連    結計

12,696

22 △ 75

4,186 236
3,227 4,116 168 20,185

19,996

―

68

113)
114)
1)

19,996
20,071
△ 74

19,996

産業システム機材 選挙システム機材

△ 237 70

4,279

―

金 融 汎 用 ・
紙・紙加工品

計

消 去 又 は
そ の 他 計 連    結

全 社

234

情 報 ・ 印 刷 ・

44,677 ― 
売 上 高

外部顧客に対する売上高 26,120 9,475 44,677
セグメント間の内部売上高
又は振替高 ― ― 2 217 219 219) ―

8,846

計 26,120 9,475 8,849 451 44,897 219) 44,677
営 業 費 用 26,057 8,896 8,707 345 44,006 222) 43,784
営 業 利 益 63 578 142 106 890 2 892

紙 ・ 紙 加 工 品 印刷・出版・情報・事務用紙、紙器用板紙、特殊紙、紙加工品
不動産の賃貸業・リース業・損害保険代理業そ の 他

電子メディア・マイクロフィルム総合システムの機器・材料・情報処
理サービスと保守
印刷システム・産業用検査の機器・材料と保守

情報・印刷・産業システム機材

貨幣処理・選挙・ＩＰＳ（名刺・ハガキ印刷）・セキュリティシステ
ムの機器及び関連機材と保守金融汎用・選挙システム機材
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３.会計処理基準等の変更
（当中間連結会計期間）
該当事項はありません。

（前中間連結会計期間）
該当事項はありません。

（前連結会計年度）
該当事項はありません。

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
当中間連結会計期間（自平成14年4月1日　　至平成14年9月30日）

前中間連結会計期間（自平成13年4月1日　　至平成13年9月30日）

前連結会計年度（自平成13年4月1日　　至平成14年3月31日）
海外売上高は連結売上高の10%未満のため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地
域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

海外売上高は連結売上高の10%未満のため、記載を省略しております。

海外売上高は連結売上高の10%未満のため、記載を省略しております。
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②リース取引②リース取引②リース取引②リース取引

 自 平成１4年４月 １ 日  自 平成１３年４月 １ 日  自 平成１３年４月 １ 日
 至 平成１４年９月３０日  至 平成１３年９月３０日  至 平成１４年３月３１日

1. 1. 1.

(1) (1) (1)

減価償却 減価償却 減価償却

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額
百万円 １年内 百万円 １年内 百万円
百万円 １年超 百万円 １年超 百万円

合  計 百万円 合  計 百万円 合  計 百万円

(3) (3) (3)

百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引
未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

百万円 １年内 百万円 １年内 百万円
百万円 １年超 百万円 １年超 百万円

合  計 百万円 合  計 百万円 合  計 百万円

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額

前中間連結会計期間 前連結会計年度

相 当 額
百万円

取 得
価 額 累 計 額
相 当 額 相 当 額 相 当 額

中間期末

当中間連結会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

相 当 額
累 計 額価 額

相 当 額

取 得
残　　高

有形固定資産 83そ の 他 109

相 当 額
百万円

相 当 額 相 当 額
百万円 百万円百万円

32

有形固定資産 83 50そ の 他

合計 83 50

百万円

支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額
支払利息相当額

8
8

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

0支払利息相当額

合計

１年超

109

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

１年内
20
33

13

12

13

84

取 得 中間期末
価 額 累 計 額 残　　高

25

24
59

１年内
１年超

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお
ります。

リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

―

同       左

0
―

有形固定資産 67そ の 他

25 83

32

期 末
残　　高

23

合計 67 23

百万円百万円 百万円

43

―

―
― ―

13
12

同       左

5

同       左

― 0

43

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

13
30
44

同       左

0
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③.有価証券③.有価証券③.有価証券③.有価証券
Ⅰ．当中間連結会計期間末 （平成14年9月30日現在）
１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

（１）株式
（２）債券

国債・地方債等
社債
その他

（３）その他

２．時価のない主な有価証券の内容  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く）

Ⅱ．前中間連結会計期間末 （平成13年9月30日現在）
１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

（１）株式
（２）債券

国債・地方債等
社債
その他

（３）その他

２．時価のない主な有価証券の内容  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

その他有価証券
フリー・ファイナンシャル・ファンド等
非上場株式（店頭売買株式を除く）

704 
144 

371 

― 

合計

中間連結貸借対照表計上額

1,928 

― 
― 
308 

― 

差 額中間連結貸借対照表
計 上 額

1,226 1,620 393 

合計

― 

取 得 原 価

△ 31 
1,358 1,439 80 

中間連結貸借対照表計上額

127 

298 

― 
― ― ― 
― ― 

329 

― 

1,556 
329 

― 
― 

△ 21 
― 

― ― ― 

取 得 原 価 中間連結貸借対照表
計 上 額 差 額

1,029 1,141 112 
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Ⅲ．前連結会計年度末 （平成14年3月31日現在）
１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

（１）株式
（２）債券

国債・地方債等
社債
その他

（３）その他

２．時価のない主な有価証券の内容  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

その他有価証券
フリー・ファイナンシャル・ファンド等
非上場株式（店頭売買株式を除く）

＜デリバティブ取引関係＞＜デリバティブ取引関係＞＜デリバティブ取引関係＞＜デリバティブ取引関係＞
当中間連結会計期間（自平成14年4月1日　至平成14年9月30日）
当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

前中間連結会計期間（自平成13年4月1日　至平成13年9月30日）
当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成13年4月1日　至平成14年3月31日）
当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

連結貸借対照表計上額

604 
124 

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

1,225 1,310 84 

― ― ― 
― ― ― 
― ― ― 
329 301 △ 28 

合 計 1,555 1,611 56 
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５.仕入及び販売の状況５.仕入及び販売の状況５.仕入及び販売の状況５.仕入及び販売の状況

（１）仕入実績

(単位：百万円、百万円未満切捨て）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

事業の種類別セグメントの名称

情報・印刷・産業システム機材 10,011 10,114 20,855

金融汎用 ・選挙 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 機材 1,884 3,459 5,518

紙 ・ 紙 加 工 品 3,946 4,071 8,395

そ の 他 0 0 0

合 計 15,843 17,645 34,769

(注)１．金額は仕入金額によっております。

     ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

（２）販売実績

(単位：百万円、百万円未満切捨て）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

事業の種類別セグメントの名称

情報・印刷・産業システム機材 12,696 12,472 26,120

金融汎用 ・選挙 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 機材 2,989 5,500 9,475

紙 ・ 紙 加 工 品 4,186 4,279 8,846

そ の 他 123 117 234

合 計 19,996 22,369 44,677

(注)１．金額は販売金額によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

     ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

自 平成14年４月 １ 日

至 平成14年９月３０日

自 平成13年４月 １ 日

至 平成13年９月３０日

自 平成13年４月 １ 日

至 平成14年３月３１日

自 平成14年４月 １ 日

至 平成14年９月３０日

自 平成13年４月 １ 日

至 平成13年９月３０日

自 平成13年４月 １ 日

至 平成14年３月３１日
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平成 １５年３月期    個別中間財務諸表の概要

登録銘柄
本社所在都道府県
東　京　都
ＴＥＬ(03）3546－7708
中間配当制度の有無 有
単元株制度採用の有無 有(1単元500株）

平成 １４年１１月２６日
平成 １４年１２月１６日

１．１４年９月中間期の業績(平成14年4月1日～平成14年9月30日）
（１） 経営成績 (注)記載金額は､百万円未満を切り捨てて表示しております｡

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭
( )
( )
( )

(注） １．期中平均株式数
２．会計処理の方法の変更 無
３．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率

（２） 配当状況

円 銭 円 銭
8
8

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注） 1.期末発行済株式数
2.期末自己株式数

２．１５年３月期の業績予想(平成14年4月1日～平成15年3月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

(参考）1株当たり予想当期純利益(通期）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長
氏 名 小 林 厚 一

１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

35円

00銭16円

73銭

14年9月中間期
14年9月中間期 7,950,000株

△ 60.4 △ 56.2

△ 74.8
△ 40.4558△ 43.2

△ 93.0

53
34 16

1 株 当 た り 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益

698

1株当たり年間配当金

2,058
16,458 51.5

53.7
7,950,000株 7,950,000株

600株

13年9月中間期 14 年 3 月 期

１ ４ 年 ３ 月 期 66
31,930
30,482

１４年９月中間期

１３年９月中間期

57
402,070

2,05755.3

8.4

00

70

16,356

16

期 末

8 00

当期純利益

7,949,400株

氏 名

873

33
481

経 常 利 益

△ 4.2

△ 12.7
△ 2.3

18,976 140

△ 74.6

284

△ 33.0

通 期

29,590

売 上 高 経常利益

40,639 630

16,365

１ ４ 年 ３ 月 期

１４年９月中間期

１３年９月中間期

1株当たり株主資本株 主 資 本 株 主 資 本 比 率

00
00

総 資 産

42,956

１ ４ 年 ３ 月 期

69

426
１３年９月中間期

１４年９月中間期

271

14年9月中間期

コ ー ド 番 号

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

決 算 取 締 役 会 開 催 日
中 間 配 当 支 払 開 始 日

羽 鳥 雅 孝

売 上 高 営 業 利 益

717１ ４ 年 ３ 月 期

１４年９月中間期

21,737１３年９月中間期

平成14年11月26日
株 式 会 社 ム サ シ
7521

代表取締役専務取締役

会 社 名

問い合わせ先 責任者役職名

（ＵＲＬ　http://www.musashinet.co.jp）

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づく予想であり、将来の業績に影響を与え
る不確実な要因が含まれております。従いまして、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性
があることをご承知おきください。

14 年 3 月 期13年9月中間期600株 600株

13年9月中間期 7,949,400株 7,949,400株14 年 3 月 期
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中 間 財 務 諸 表 等中 間 財 務 諸 表 等中 間 財 務 諸 表 等中 間 財 務 諸 表 等
（１）中間貸借対照表  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

        期　　別

  科    目 構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ．流  動  資  産

 1. 現 金 及 び 預 金 8,041 6,887 1,154 8,159

 2. 受 取 手 形 *3.5 2,889 3,902 △ 1,012 3,693

 3. 売 掛 金 5,655 6,142 △ 486 6,044

 4. 商 品 1,820 1,756 64 2,254

 5. 繰 延 税 金 資 産 153 131 21 151

 6. そ の 他 564 1,207 △ 642 1,026

貸 倒 引 当 金 △ 11 △ 29 18 △ 28

  流  動  資  産  合  計 19,113 64.6 19,996 65.6 △ 882 21,301 66.7

Ⅱ．固  定  資  産

 1. 有 形 固 定 資 産 *1

(1) 建 物 882 907 △ 25 934

(2) 土 地 1,616 1,616 ― 1,616

(3) そ の 他 250 260 △ 9 253

計 2,749 2,784 △ 35 2,804

 2. 無 形 固 定 資 産

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 137 151 △ 13 173

(2) そ の 他 36 36 ― 36

計 173 187 △ 13 209

 3. 投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券 1,526 1,692 △ 165 2,054

(2) 繰 延 税 金 資 産 434 437 △ 2 297

(3) 差 入 保 証 金 4,116 4,032 84 3,945

(4) そ の 他 1,541 1,404 137 1,388

貸 倒 引 当 金 △ 67 △ 53 △ 13 △ 70

計 7,553 7,513 39 7,615

固 定 資 産 合 計 10,476 35.4 10,485 34.4 △ 8 10,629 33.3

29,590 100.0 30,482 100.0 △ 891 31,930 100.0

増減

（△は減）

金 額

資 産 合 計

金 額

（ 資  産  の  部 ）

金 額 金 額

当中間会計期間末

（平成14年9月30日現在）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成14年3月31日現在）

前中間会計期間末

（平成13年9月30日現在）
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 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

        期　　別

  科    目 構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ． 流 動 負 債

 1. 支 払 手 形 *5 5,636 6,413 △ 777 7,318

 2. 買 掛 金 4,390 4,529 △ 138 4,795

 3. 短 期 借 入 金 1,503 1,468 35 1,493

 4. 未 払 法 人 税 等 100 17 83 231

 5. 賞 与 引 当 金 372 411 △ 39 421

 6. そ の 他 *4 301 367 △ 65 361

流 動 負 債 合 計 12,304 41.6 13,206 43.3 △ 901 14,620 45.8

Ⅱ. 固 定 負 債

 1. 退 職 給 付 引 当 金 417 392 24 386

 2. 役員退職慰労引当金 447 460 △ 12 423

 3. そ の 他 64 57 6 41

固 定 負 債 合 計 929 3.1 910 3.0 18 851 2.7

負 債 合 計 13,233 44.7 14,116 46.3 △ 882 15,472 48.5

Ⅰ． 資 本 金 ― ― 1,208 4.0 △ 1,208 1,208 3.8

Ⅱ． 資 本 準 備 金 ― ― 2,005 6.6 △ 2,005 2,005 6.3

Ⅲ． 利 益 準 備 金 ― ― 197 0.6 △ 197 197 0.6

Ⅳ． そ の 他 の 剰 余 金

 1. 任 意 積 立 金 ― 11,500 △ 11,500 11,500

 2. 中間（当期）未処分利益 ― 1,420 △ 1,420 1,329

その他の剰余金合計 ― ― 12,920 42.4 △ 12,920 12,829 40.1

Ⅴ. その他有価証券評価差額金 ― ― 33 0.1 △ 33 218 0.7

Ⅵ． 自 己 株 式 ― ― △ 0 △ 0.0 0 △ 0 △ 0.0

資 本 合 計 ― ― 16,365 53.7 △ 16,365 16,458 51.5

Ⅰ． 資 本 金 1,208 4.1 ― ― 1,208 ― ―

Ⅱ． 資 本 剰 余 金

 1. 資 本 準 備 金 2,005 ― 2,005 ―

資 本 剰 余 金 合 計 2,005 6.8 ― ― 2,005 ― ―

Ⅲ． 利 益 剰 余 金

 1. 利 益 準 備 金 197 ― 197 ―

 2. 任 意 積 立 金 11,800 ― 11,800 ―

 2. 中間（当期）未処分利益 1,096 ― 1,096 ―

利 益 剰 余 金 合 計 13,093 44.2 ― ― 13,093 ― ―

Ⅳ. その他有価証券評価差額金 49 0.2 ― ― 49 ― ―

Ⅴ． 自 己 株 式 △ 0 △ 0.0 ― ― △ 0 ― ―

資 本 合 計 16,356 55.3 ― ― 16,356 ― ―

29,590 100.0 30,482 100.0 △ 891 31,930 100.0

増減

金 額 金 額 金 額

（ 負  債  の  部 ）

（△は減）

金 額

負 債 ・ 資 本 合 計

（ 資  本  の  部 ）

当中間会計期間末

（平成14年9月30日現在）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成14年3月31日現在）

前中間会計期間末

（平成13年9月30日現在）
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（２）中間損益計算書
（単位：百万円、百万円未満切捨て）

          期　　別

  科    目 百分比 百分比 百分比

% % %

Ⅰ．売      上      高 18,976 100.0 21,737 100.0 △ 2,761 42,956 100.0

Ⅱ．売   上    原   価 15,840 83.5 17,812 81.9 △ 1,971 35,540 82.7

売 上 総 利 益 3,136 16.5 3,925 18.1 △ 789 7,416 17.3

Ⅲ．販売費及び一般管理費 3,102 16.3 3,444 15.8 △ 341 6,698 15.6

営 業 利 益 33 0.2 481 2.2 △ 447 717 1.7

Ⅳ．営  業  外  収  益 *1 132 0.7 104 0.5 27 211 0.5

Ⅴ．営  業  外  費  用 *2 25 0.1 27 0.1 △ 2 55 0.1

経 常 利 益 140 0.7 558 2.6 △ 417 873 2.0

Ⅵ．特   別    利   益 *3 58 0.3 4 0.0 54 9 0.0

Ⅶ．特   別    損   失 *4 58 0.3 30 0.1 28 37 0.1

税 引 前 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益 140 0.7 532 2.4 △ 391 845 2.0

法人税、住民税及び事業税 101 0.5 237 1.1 △ 136 382 0.9

法 人 税 等 調 整 額 △ 30 △ 0.2 22 0.1 △ 52 35 0.0

中間（当期）純利益 69 0.4 271 1.2 △ 202 426 1.0

前 期 繰 越 利 益 1,027 1,057 △ 30 1,057

中 間 配 当 額 ― ― ― 63

中間(当期)未処分利益 1,096 1,329 △ 232 1,420

当中間会計期間 前事業年度の
要約損益計算書前中間会計期間

金 額 金 額 金 額

増減

(△は減）

金 額

自 平成14年4月 1日

至 平成14年9月30日

自 平成13年4月 1日

至 平成14年3月31日

自 平成13年4月 1日

至 平成13年9月30日
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）
１．資産の評価基準及び評価方法
  (1)有価証券

     ①子会社株式及び関連会社株式･……移動平均法による原価法によっております。

     ②その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　

　　　　時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

  (2)たな卸資産

商品…先入先出法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　（1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年～50年

構築物 7年～30年

器具備品 2年～15年

　　　（2）無形固定資産

　　　 
３．引当金の計上基準

　　　（1）貸倒引当金

　　　（2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　　（3）退職給付引当金

　　　（4）役員退職慰労引当金

         

                     
４．リース取引の処理方法

     
５．その他中間財務諸表（財務諸表）作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間において発生していると認められる額を計上しております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しておりま
す。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する
こととしております。
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（追加情報）（追加情報）（追加情報）（追加情報）
（自己株式及び法定準備金取崩等会計）
当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）
を適用しております。これによる当中間期の損益計算書に与える影響はありません。
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部につ
いては、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。
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（注記事項）（注記事項）（注記事項）（注記事項）

(中間貸借対照表関係）

*1.有形固定資産の減価償却累計額 *1.有形固定資産の減価償却累計額 *1.有形固定資産の減価償却累計額
百万円 百万円 百万円

2. 偶発債務 2. 偶発債務 2. 偶発債務

武蔵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 武蔵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱
㈱武蔵ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ ㈱武蔵ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ
武蔵興産㈱ 武蔵興産㈱

㈱ﾑｻｼ･ｴｰﾋﾞｰｼｰ

*3.受取手形割引高 *3.受取手形割引高 *3.受取手形割引高
百万円 百万円 百万円

*4.消費税等の取扱い *4.消費税等の取扱い *4.消費税等の取扱い
同        左 同        左

*5. *5.期末日満期手形 *5.中間期末日満期手形

受取手形 百万円 受取手形 百万円

支払手形 百万円 支払手形 百万円

250
125
883銀行借入

（単位：百万円）

備 考

銀行借入

銀行借入

200
115

被 保 証 先 保 証
金 額

789
20

当中間会計期間末

(平成14年9月30日現在)

前事業年度末

(平成14年3月31日現在)

2,423

関係会社の下記の債務に対し、保証
を行っております。

（単位：百万円）

2,477

関係会社の下記の債務に対し、保証
を行っております。

269

武蔵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

㈱武蔵ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

被 保 証 先 保 証
金 額

㈱ﾑｻｼ･ｴｰﾋﾞｰｼｰ

武蔵興産㈱

備 考

銀行借入

銀行借入

銀行借入

176

2,535

期末日満期手形の会計処理につ
いては､手形交換日をもって決済
処理をしております｡なお､当期
末日が金融機関の休日であった
ため､次の期末日満期手形が期末
残高に含まれております。

未払消費税は流動負債の「その他」
に含めて表示しております。

2,474

前中間会計期間末

(平成13年9月30日現在)

2,356

関係会社の下記の債務に対し、保証
を行っております。

（単位：百万円）

被 保 証 先 保 証
金 額 備 考

110 銀行借入

135 銀行借入

929 銀行借入

70 銀行借入

2,645

中間期末日満期手形の会計処理
は、手形交換日をもって決済処
理しております。なお、当中間
会計期間の末日は金融機関の休
日であったため、次の中間期末
日満期手形が中間期末残高に含
まれております。

181
275

㈱ﾑｻｼ･ﾕﾆｼｽﾃﾑ 400 銀行借入

銀行借入

㈱ﾑｻｼ･ﾕﾆｼｽﾃﾑ 400 銀行借入

銀行借入 ㈱ﾑｻｼ･ｴｰﾋﾞｰｼｰ 20
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（中間損益計算書関係）

*1.営業外収益のうち主要なもの *1.営業外収益のうち主要なもの *1.営業外収益のうち主要なもの
受取利息 百万円 受取利息 百万円 受取利息 百万円
受取配当金 百万円 受取配当金 百万円 受取配当金 百万円
受取家賃 百万円 受取家賃 百万円 受取家賃 百万円

*2.営業外費用のうち主要なもの *2.営業外費用のうち主要なもの *2.営業外費用のうち主要なもの
支払利息 百万円 支払利息 百万円 支払利息 百万円
手形売却損 百万円 手形売却損 百万円 手形売却損 百万円

*3.特別利益のうち主要なもの *3. *3.特別利益のうち主要なもの
投資有価証券売却益 百万円 貸倒引当金戻入額 百万円

固定資産売却益 百万円

*4.特別損失のうち主要なもの *4.特別損失のうち主要なもの *4.特別損失のうち主要なもの
貸倒引当金繰入額 百万円 投資有価証券評価損 百万円 投資有価証券評価損 百万円
投資有価証券評価損 百万円 百万円

5. 減価償却実施額 5. 減価償却実施額 5. 減価償却実施額
有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円
無形固定資産 百万円 無形固定資産 百万円 無形固定資産 百万円

4

投資有価証券売却損 6

143
42

65
23

69
17

23
28
30 23

20

66

4

30

34
18 19

93

54

15 15
109

前中間会計期間

48

33
14
46

至　平成１３年９月３０日

自　平成１３年４月 １ 日自　平成１４年４月 １ 日

至　平成１４年９月３０日 至　平成１４年３月３１日

自　平成１３年４月 １ 日

当中間会計期間 前事業年度
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（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）

 自 平成１４年４月 １ 日  自 平成１３年４月 １ 日  自 平成１３年４月 １ 日
 至 平成１４年９月３０日  至 平成１３年９月３０日  至 平成１４年３月３１日

1. 1. 1.

(1) (1) (1)

減価償却 減価償却 減価償却

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額
百万円 １年内 百万円 １年内 百万円
百万円 １年超 百万円 １年超 百万円

合  計 百万円 合  計 百万円 合  計 百万円

(3) (3) (3)

百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引
未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

百万円 １年内 百万円 １年内 百万円
百万円 １年超 百万円 １年超 百万円

合  計 百万円 合  計 百万円 合  計 百万円

同       左

3 7

248

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

99
151
251

同       左

2

106
102

同       左

5

5

5
0 0

期 末
残　　高

173

合計 421 173

百万円百万円 百万円

248有形固定資産 421そ の 他

216 220

253

１年内
１年超

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

リース期間を耐用年数とし残存価
額を零とする定額法によっており
ます。

リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

3

同       左

7
－

55

224

取 得 中間期末
価 額 累 計 額 残　　高

216

98
125 161

255

57

94

支払利息相当額

合計

１年超

436

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

１年内

支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額
支払利息相当額

51
49

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

2

百万円

253

有形固定資産 400 147そ の 他

合計 400 147

百万円
相 当 額
百万円

相 当 額 相 当 額
百万円 百万円

有形固定資産 220そ の 他 436

中間期末

当中間会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

相 当 額
累 計 額価 額

相 当 額

取 得
残　　高

前中間会計期間 前事業年度

相 当 額
百万円

取 得
価 額 累 計 額
相 当 額 相 当 額 相 当 額

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額
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（有価証券）（有価証券）（有価証券）（有価証券）

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時
価のあるものはありません。
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